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2022 年度活動概要報告

1. 活動概要

２０２２年度の活動は、昨年度に引き続きコロナ禍の影響を受け、対面による活動に制限があ

る中での活動となった。リモートによる協議会活動も４年目となり、様々なノウハウも蓄積され

てきたので、全ての活動においてほぼ問題無く成果を上げられたと思う。年度後半は、国による

行動規制も緩和されたことから、比較的小人数で開催する主査会等は、対面方式で何度か開催し

たが、規制中に委員の交代等も進み、初めて対面となる委員も居られ、異業種の集団である産応

協にとっては相互理解のために、対面による意見交換の場の提供も重要と再認識した。
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2. 実施内容及び主な成果

2-1.戦略的活動

2-1-1.運営委員会

第 30 回（2022 年 5 月 20 日（金）開催）及び第 31 回（2022 年 12 月 14 日（水）開催）の二回

の運営委員会を開催し、産応協の運営方針や提言等の公開情報について審議・決定した。

2-1-2.企画委員会

今年度は、計８回の委員会を開催し、各種活動の企画及び情報共有を行った。

2-1-3.コミュニティ委員会

今年度は、計 6回の委員会を開催し、各ＷＧの活動取り纏め、及び情報共有を行った。

2-1-4.主査会

今年度は、計８回の主査会を開催した。今年度の主査会は、通常の各ＷＧ間の情報共有の他

に、12 月に開催するシンポジウムの企画と、産応協活動の魅力度向上のための見直しを目的と

した「産応協活動活性化ＴＦ」を兼ねた活動を行った。また年明けからは、極力対面による活

動を再開し、主査相互のより一層のスムーズな意思疎通を図ることができた。

2-1-5.施策・提言ＷＧ

（１）活動概要

咋年度に引き続き、ＨＰＣＩの運用改善等を中心に利用者視点で検討を重ね、企画委員会及

び運営委員会において最終的な承認を得た事項に関し、文部科学省への提言と一般公開を行う

べき活動を展開した。

今年度は、会員企業に対し HPCI 利用実態のアンケート調査を実施し、「富岳」並びに HPCI

第二階層の運用課題の洗い出しをし、昨年度の提言内容のうち改善されたこと、未改善のこと

を切り分けて評価した上で、更に 2022 年度の提言案としてまとめた。

（２）成果

・2021 年度に検討し 2022 年年明けに最終まとめを行った提言を 2022 年 6 月 28 日に文部科学

省研究振興局長へ、ご説明すると同時にＷｅｂ上で一般公開（内容は以下①参照）を行った。

・今後の施策提言の在り方について検討が行われた。従来は、毎年提言書に纏めて文部科学省

へ提出していたが、ＷＧメンバー中でも主査（企画委員長）の負荷が非常に高いので、企画

委員長とは別に主査を定め、提言書として纏めるのは、2 年に 1回とすることにした。なお

中間年には成果の中間報告を文部科学省他関係機関に実施することとした。

・会員企業への HPCI 利用実態アンケートは、各会員企業の実際の研究者に回答頂いたため、

かなり具体的な利用者視点での課題抽出ができたと思われる。今回のこの成果は、引き続き

今後も様々な局面において活用できるものと思われる。



















2-1-6.ＨＰＣ技術ロードマップＷＧ

（１）活動概要

シミュレーション・ロードマップ（昨年 7月改版）の全面改訂に向けて産応協のメン

バー企業より収集したＨＰＣＩのニーズ結果を基に、ＷＧメンバーで検討を進めた。

今年度は、ＨＰＣへの期待としてシミュレーション技術だけではなく、ＡＩやデータ

サイエンス等今後の広がりを念頭に置き、企業としてＳＤＧｓの目標達成をも見据えた

ＨＰＣ技術ロードマップ作成を目指した。

（２）成果

今年度も昨年に引き続きコロナ禍の中での活動となったため、リモートによるＷＧ開催

であったが、リモート会議にも慣れ、各ＷＧメンバーが、それぞれがやるべき事を明確に

理解していたため、比較的スムーズに作業が進んだ。

内容として将来的な期待を含む部分は、施策提言ＷＧにおける検討と被る部分もあるた

め、整理する必要がある。また、次期フラッグシップマシンについては、産業界としては、

単にスピードを求めるものではなく、業種業態毎に次世代マシンに期待する事柄が異なる

ため、一概に産業界が求める次期フラッグシップマシンは、こういうものと定義するのは、

難しいという結論になった。

全面改訂版の初版については、2023 年度の年初に公開する予定である。

2-1-7.人材育成ＷＧ

（１）活動概要

今年度は、2021 年度に実施した”「富岳」利用に向けた人材育成アンケート”を基に、

産業会が求める人材像を整理し、その為に必要な人材育成施策を産応協としては、どの様

に考えていくのかを纏め上げる予定でスタートした。人材育成の技術的側面については、

ＦＯＣＵＳ様が多くのセミナーを開催されているので、ＦＯＣＵＳ様のご担当者様との意

見交換も開催した。

（２）成果

今回人材育成ＷＧとして導き出した結論は、以下のとおりである。

産応協としての人材育成の目的は、以下の二点に絞り込んだ。

（１）ＨＰＣ技術者の人材の育成（産応協の新中期事業計画より）

（２）製品開発や製造などの技術課題に対し、ＨＰＣを活用して解決策を策定できる

人材の育成

このうち（１）に関しては、現行のコミュニティ活動において実施しているセミナー，

スクール，ワークショップの内容を会員の声を反映しつつ、より充実していけば解決に辿

りつけるが、（２）については各企業ごとの実業務に関わる部分であり、産応協として何

か人材育成施策を提供することはできず、情報提供等のサポートに留まることになる。こ

うしたリーダー的な立場にある人材育成を、各企業はどう考えているかについて、再度各

会員企業にアンケート調査を実施した。その結果、各企業は①ＯＪＴ，②リーダー育成の

ニーズは高いが特に打つ手なし、が主な回答であった。この結果を受け、人材育成ＷＧの

最終検討結果として、人材育成の目的の（１）に向けては、今後のコミュニティ活動の一

層の活性化、（２）については、コミュニティ委員会として今後どのようなサポートを提

供していかれるかについて、引き続きの検討が必要との考えに至った。また、今後の人材

育成施策については必要に応じて、施策検討ＷＧで検討していくこととし、人材育成ＷＧ



を今年度末で終息させることとした。

2-1-8.産応協活動活性化タスクフォース

（１）活動概要

産応協を取り巻く環境変化に対応し、活動の活性化を狙って短期集中で活動全般を見

直すタスクフォースを開催した。ポイントは、産応協が取り組むＨＰＣ技術の範囲を再定

義し、それに合わせたＷＧ等の活動内容を見直した。これに伴い組織の見直しと委員の負

荷軽減を検討することとした。検討結果は、2023 年 5 月開催予定の第 32回運営委員会に

諮り、2024 年度より具体的な活動に反映していく予定である。

（２）成果

僅か 2か月の間に 4回のタスクフォースを集中的に開催し、論点整理を進めてきた。

実際には、タスクフォースの合間にテーマを絞り込んだ小会議を 2回開催しており、かな

り内容が濃い議論ができたと思われる。但し最終的なまとめは、2023 年度に入ってから

になる。

2-2.第 15 回スーパーコンピューティング技術応用シンポジウム

2-2-1.開催概要

２０２２年度のスーパーコンピューティング技術産業応用シンポジウムは、「ＨＰＣ技術の

現在、そして未来〜革新的コンピューティング〜」をメインテーマに掲げ、富岳，ＧＰＧＰ

Ｕ，量子コンピュータ，ベクトル型などの多彩な計算機における計算最前線を取り上げた。

具体的には、様々なアーキテクチャがどのような分野の計算に適しており、何がどこまでで

きて、どのくらいのレベルにあるのかといった最新の技術情報と応用事例について、各方面

の先生方よりお話しを伺った。

2-2-2.開催概要

 テーマ：『ＨＰＣ技術の現在、そして未来〜革新的コンピューティング〜』

 開催日時：2022 年 12 月 10 日（金）13：00～16：50

 開催方式：Ｗｅｂｉｎａｒによるオンライン開催

 主 催：スーパーコンピューティング技術産業応用協議会

 後 援：文部科学省，経済産業省，一般社団法人 日本経済団体連合会，

国立研究開発法人 科学技術振興機構，一般社団法人産業競争力懇談会

 協 力：東京大学生産技術研究所 革新的シミュレーション研究センター

公益財団法人 都市活力研究所

 協 賛：一般財団法人 高度情報科学技術研究機構

一般社団法人 電子情報技術産業協会

一般社団法人 ＨＰＣＩコンソーシアム

公益財団法人 計算科学振興財団

公益社団法人 関西経済連合会

国立研究開発法人 理化学研究所 計算科学研究センター

大学共同利用機関法人 自然科学研究機構 分子科学研究所

特定非営利活動法人 バイオグリッドセンター関西

特定非営利活動法人 ＣＡＥ懇話会



 参加者数：１９０名

《プログラム概要》

 主催者挨拶：スーパーコンピューティング技術産業応用協議会運営委員長 掛川 秀史

 来 賓 挨 拶：文部科学省研究振興局参事官（情報担当）付計算科学技術推進室長

河原 卓氏

経済産業省商務情報政策局情報産業課半導体・デバイス戦略室長

荻野 洋平氏

 講演１：「富岳」を使ったリアルタイムのゲリラ豪雨予報

国立研究開発法人理化学研究所計算科学研究センター（Ｒ-ＣＣＳ）

データ同化研究チーム チームリーダー 三好 建正氏

 講演２：リアルタイム津波浸水被害予測システム

東北大学災害科学国際研究所

災害レジリエンス共創センター副センター長・教授 越村 俊一氏

 講演３：人工知能技術の橋渡しインフラ

ＡＢＣＩと次世代計算テストベッドに向けた今後の展開

経済産業省商務情報政策局情報産業課

ソフトウェア・情報サービス戦略室企画官 小川 宏高氏

 講演４：量子コンピュータの最前線

大阪大学大学院基礎工学研究科

システム創成専攻 電子科学領域 教授 藤井 哲祐氏

 産応協活動報告

産応協企画委員長 廣畑 賢治

3. コミュニティ活動

3-1.活動概要

（１）活動の目的・目標

コミュニティ活動は、より実務的な活動を通して、ＨＰＣ技術（シミュレーション技術

の他、ＡＩ，データサイエンス技術を含む）の普及啓発・高度利用の促進、これらを担う

人材の育成や国産アプリケーションの利用拡大に寄与することを目的としている。

今年度は、当初リモート，会場開催のハイブリッドイベントも企画したいと考えていた

が、コロナ禍がまだ鎮静しておらず、またハイブリッド方式は、技術的にも難しい面もあ

るため、今年度の活動もネットワークを利用したリモート活動だけとなった。

今年度の具体的な活動計画とその目標は以下の通りだった。

① 産応協セミナー：年２回の開催、時流をとらえたテーマ設定

② 産応協スクール：年２回の開催、若手研究者の発掘、異業種人材交流

③ HPC ものづくりワークショップ：FEM ベンチマークテストの実施と情報共有化



④ 対話交流会：年１回の開催、多様な業種・企業・団体とのコミュニケーション充実、

産応協の認知度向上

（２）実施概要

昨年に引き続き多数の人を集めてのイベントは控えるため、全ての活動が Web-EX によ

るリモート開催となった。産応協セミナーは、第 51回は昨年同様に２日に分けて開催し

たが、第 52回は講演数を減らし 1日で開催した。産応協スクールは、AI/機械学習とタグ

チメソッドをテーマとして２回開催した。ものづくりワークショップは、共通ベンチマー

クテストの結果を基にした検討会を昨年 6月に、そしてベンチマークのまとめを 11月に

開催した。対話交流会は、昨年 8月に関西 CAE 懇話会様と共催で、また今年 2月に応用数

理学会ものづくり研究会様と共催でそれぞれ WEB セミナーを開催した。

3-2.実施内容・成果

1 産応協セミナーは２回開催。各回の予稿集発行、アンケート集計を行った。

＊第 51回は、聴講者の負担を軽減するため、2日に分けて開催したが、第 52回は、

全体の講演数を減らして１日で開催してみたが、特に問題無く進行することができ

た。この結果を受け、今後はリモート開催でも 1日で開催とすることとした。

2 産応協スクールは、11 月に「AI/機械学習」をテーマに、そして３月に「タグチメ

ソッド」をテーマに開催した。実習を伴うスクールを受講者の顔が見えない Web で

開催するのは難しいが、マニュアルの事前配布等受講者の理解度を少しでも高める

よう、工夫をした。

3 ものづくりＷＳは、東京大学の奥田洋司教授に全面的なご協力を頂き、FrontISTR

Commons との共催で昨年 6月と 11月の 2回開催した。FEM 共通ベンチマークテスト

結果は、ホームページの会員専用ページに掲載し、情報共有することとした。

4 対話交流会は、昨年度より企画していた関西 CAE 懇話会様との共催セミナーを昨年

8月に、また今年 2月に日本数理学会ものづくり研究会様と共催セミナーをネット

開催した。

3-3.総括

今年度も引き続き、全てのイベントが Webinar 方式による開催となったが、開催側も受講者

側も既にリモート方式に慣れているため、何ら違和感なく行われた感がある。特に、受講者側

に立ってみると、会場まで足を運ぶ手間と時間が省ける。特に勤務地が京浜地区以外の方にと

っては、自席で聴講できるというのは、大きなメリットになる。また、この先生の話だけは、

業務の合間にでも聞きたいという場合は、ピンポイントで参加聴講できるメリットがあるので

はないかと思われる。

以 上


	（２）実施概要

